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（１）生鮮魚介への支出割合の減少

　生鮮魚介や生鮮肉、加工食品、外食等の種類別

にみた食料支出割合をみると、直近の平成２４年で

最も多かったのは「加工食品」の３２.７％で、以下「外

食」１７.９％、「調理食品」１１.９％の順となっており、

いわゆる“生鮮三品”（生鮮魚介、生鮮肉、生鮮野

菜）で１割を超えるものは見当たらない。その中

で、「生鮮魚介」は５.１％となっており、「生鮮野菜」

の１０.２％と「生鮮肉」の６.７％と比べても少なくなっ

ている。

　また、「生鮮魚介」は平成９年の７.２％から平成２４

年の５.１％へと２.１ポイント（以下、�）減少してい

る。この間、「生鮮肉」は△０.１�、「生鮮野菜」は

±０�とほとんど変化が見られないのに対して、

「生鮮魚介」の支出割合の減少（△２.１�）が目立っ

ている（図表１）。

（２）燃油の価格上昇

　漁業の操業に欠かせない燃油（漁業用Ａ重油）

の価格は、平成１６年から１９年にかけて４０円��～７０

円台��を推移していたが、新興国における需要拡

大や、投資資金の影響等により原油価格の急速な

上昇が続いたことを背景に、平成１９年末に８０円��

を突破した後は、平成２０年８月の１２１.３円��まで

一気に上昇した。その後平成２１年前半は６０円��

程度まで下落したものの、その後再び上昇に転じ、

平成２５年１２月時点では９６.０円��となっている。こ

～海外市場に目を向けた輸出型産業への転換が求められる養殖業～
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はじめに
　熊本では初の開催となる「第３３回全国豊かな海づくり大会」が、昨年の１０月２６日と２７日に天皇皇后両陛下の

ご臨席を仰ぎ開催された。同大会では、「育もう　生命（いのち）かがやく　故郷（ふるさと）の海」をテー

マに、有明海、八代海、天草灘（天草西海）という特徴の異なる海で営まれている特色ある熊本の水産業の魅

力と水俣の海の再生について、式典行事や放流行事、関連行事等を通じて全国に向けて発信された。

　熊本県は約１,０８５��にわたる海岸線を有し、前述の３つの海域で、それぞれの漁場特性に応じた漁業が営ま

れており、中でも海面養殖業は全国上位の実績を誇っている。しかしながら、近年は魚介類摂取量の減少や魚

価の低迷、漁業就業者数の減少と高齢化、さらには昨年４月のイカ釣り漁船の全国一斉休漁に象徴される燃油

の高止まりや配合飼料の高騰など、漁業経営は厳しい環境に置かれている。そこで本レポートでは、熊本県の

水産業（水産加工業を除く）の現状と課題を踏まえて、今後の方向性についての考察を行う。

図表1　種類別食料支出割合の推移
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1．水産業を取巻く環境
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のような燃油価格の上昇に伴うコストの上昇を販

売価格に転嫁することは、魚価が低位で推移して

いる現状では困難なことから、漁家は苦しい漁業

経営を余儀なくされている（図表２）。

（３）養殖用配合飼料の価格上昇

　その大半を輸入に依存している養殖用の配合飼

料の主原料である魚粉は、中国を始めとする世界

的な需要の高まりを受けて、平成２１年から平成２２

年前半にかけて急上昇し、平成２２年５月にはその

時点での最高値となる１８３,１２３円��となった。そ

の後は、主要な輸入相手国における生産量の増大

等により一旦下降をたどったが、平成２４年以降は

これらの国の減産傾向を受け、再び上昇に転じ、

平成２５年１月には史上最高値となる１８６,２２０円��

となった。その後も価格は高止まりが続いており、

平成２５年１２月時点では１６１,０２３円��となるなど、養

殖業者の経営に大きな影響を及ぼしている（図表

３）。

（４）漁業就業者の減少と高齢化

　熊本県の漁業就業者数の推移をみると、総数で

は平成１１年の１１,２６０人から平成２０年の８,７２２人と、

この間に２,５３８人減少（増減率△２２.５％）している。

また、男性の年齢別と女性の就業者をみると、男

性１５～２４歳は平成１１年の３７０人から平成２０年は１７６

人と△１９４人（同△５２.４％）、男性２５～３９歳は１,２４０

人から７７３人と△４６７人（同△３７.７％）、男性４０～５９

歳は２,７５０人から２,２０１人と△５４９人（同△２０.０％）、

男性６０歳以上は３,３００人から３,０６７人と△２３３人（同

△７.１％）、女性は３,６００人から２,５０５人と△１,０９５人

（同△３０.４％）となっており、すべての属性で減少

している。

　また、男性６０歳以上の割合は平成１１年に２９.３％

だったものが平成２０年には３５.２％と、この間５.９�

増加しており、漁業就業者の高齢化が進んでいる

様子がうかがわれる（図表４）。

図表4　漁業就業者数の推移
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図表2　燃油（漁業用Ａ重油）価格の推移
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図表3　魚粉輸入価格の推移
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（１）熊本県水産業のポジショニング

　熊本県内の漁業経営体数※は平成２０年時点で

４,３１４体となっており、全国に占める割合は３.７％、

順位は９位となっている。平成１５年の５,１９６体と

比べると８８２体減少しており、増減率は△１２.３％と

なっている。漁業就業者数は、同じく平成２０年が

８,７２２人となっており全国に占める割合は３.９％、

順位が８位となっている。平成１５年の１０,１０４人と

比べると１,３８２人減少しており、増減率は△１３.７％

となっている。また、漁船隻数は６,４８６隻で全国に

占める割合は３.５％、順位は９位となっている。平

成１５年の７,３０３隻と比べると８１７隻減少しており、

増減率は△１１.２％となっている。このように漁業

経営体数と漁業就業者数、漁船隻数は、全国に

占める割合が３.５～３.９％、また順位が８～９位と

なっており、同程度のシェアと順位となっている。

　生産の状況をみると、平成２４年の海面漁業生産

額は７３.９億円で全国に占める割合は０.８％で、順位

は３１位、海面漁業生産量は２１,７８０tで０.６％と２８位

となっている。一方、海面養殖業生産額は２８１.０億

円で６.８％と５位、海面養殖業生産量では６１,８４５�

で５.９％と７位となっており、熊本県の水産業の特

徴としては、海面漁業では下位となるものの、海

面養殖業では上位に位置している。

　全国上位を占める平成２４年の主な漁業漁獲量を

みると、「このしろ」が１,５４１�で全国に占める割合

が２４.６％で順位が１位、「あさり類」が１,１６７�で同

４.３％と４位、「くるまえび」が２２�で同４.５％と６位、

「まだい」が８６８�で同５.６％と５位となっている。

また養殖生産量をみると、「まだい」が８,１５４�で同

１４.４％と２位、「ふぐ類」が５４７�で同１３.１％と２位、

「くるまえび」が３０２�で同１８.９％と３位、「真珠」

が５９１��で同３.０％と４位、「くろのり」が４４,３８２�で

同１３.４％と４位となっている（図表５）。

※漁業経営体とは「海面において、利潤または生活の資をうる

ために漁獲物を販売することを目的として漁業生産を行う事

業体」をさす。

2．熊本県の水産業の現状
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図表5　熊本県水産業のポジショニング

熊本県の全国に占める
全国九州熊本単位項目

順位割合（％）

９３.７１１５,１９６２７,２４５４,３１４体数漁業経営体数　　　　　　　（平成２０年）

８３.９２２１,９０８５４,３００８,７２２人漁業就業者数　　　　　　　（同上）

９３.５１８５,４６５４５,３３１６,４８６隻漁船隻数　　　　　　　　　（同上）

３１０.８９１５,３３０１５５,６９３７,３９３百万円海面漁業生産額　　　　　　（平成２４年）

２８０.６３,７５７,８６９５４５,３１９２１,７８０t海面漁業生産量　　　　　　(同上）

５６.８４１３,１７９１７３,２８５２８,１００百万円海面養殖業生産額　　　　　(同上）

７５.９１,０３９,５０４３１１,５２２６１,８４５t海面養殖業生産量　　　　　（同上）

１２４.６６,２６０２,７９０１,５４１tこのしろ　　　　（同上）
主
な　
　
　

漁
業
漁
獲
量

４４.３２７,３００１,７６０１,１６７tあさり類　　　　（同上）

６４.５４９２１４８２２tくるまえび　　　（同上）

５５.６１５,３９９６,００４８６８tまだい　　　　　（同上）

２１４.４５６,６５３１２,７９０８,１５４tまだい　　　　　（同上）

主
な　
　
　

養
殖
収
穫
量

２１３.１４,１７９３,２９０５４７tふぐ類　　　　　（同上）

３１８.９１,５９６８０２３０２tくるまえび　　　（同上）

４３.０１９,７０９８,００３５９１kg真珠　　　　　　（同上）

４１３.４３３０,０７８１７２,５７６４４,３８２tくろのり　　　　（同上）
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（２）部門別生産の状況

　平成１７年以降の漁業生産量の推移をみると、海

面漁業は平成１７年が２９,１８１�だったものが、平成１８

年には２４,８２４�に減少、その後平成２０年にかけて増

加するも、平成２１年に再び減少し２０,９７８�まで落ち

込んだ。その後は２.１万�～２.２万�程度で推移し、平

成２４年は２１,７８０�となっており、傾向としては漸減

となっている。また海面養殖業は平成１７年が

６５,７９６�だったものが、平成１９年にはこの間のピー

クとなる６７,１９２�となった。その後は、平成２３年

にかけて減少をたどったものの、平成２４年には

６１,８４５�となり、前年を６.７千�上回った（図表６）。

　同様に漁業生産額の推移をみると、海面漁業は

平成１７年が１０１.３億円だったものが、平成１８年には

９５.９億円に減少、その後平成２０年にかけて増加す

るも、平成２１年に再び減少し７６.４億円となり前年

から大きく落ち込んだ。その後は１００億円を超え

ることはなく推移し、平成２４年は７３.９億円となっ

ている。また海面養殖業は平成１７年が２８８.９億円

だったものが、平成１９年の３００.５億円まで増加した

が、平成２０年には２６５.４億円に減少した。その後、

平成２１年から平成２３年にかけては２５５億円～２６０億

円で推移したが、平成２４年は２８１.０億円となり、前

年を約２０億円上回った（図表７）。

（１）生産量と生産額

　このように熊本県においては、海面漁業に比べ

て海面養殖業の全国に占める割合が高くなってい

ることに加え、生産量と生産額のいずれも海面養

殖業が上回っており、熊本県の水産業における海

面養殖業の位置づけは高い。そこで、海面養殖業

の主な品目の生産状況について考察する。

　平成１３年以降で生産量が最も多かった年をみる

と、「まだい」は平成２２年（９,９９８�）、「ぶり類」は

平成１９年（８,５２５�）、「ふぐ類」は平成１３年（１,１２０�）、

「くるまえび」は平成１７年（３０５�）、「ひらめ」は平

成１３年（１２９�）となっており、品目によってばら

つきがみられる。これらのピークを１００としたと

きの平成２４年の水準をみると、「まだい」が８１.６、

「ぶり類」が８９.２（ぶり類は平成２４年が秘匿のため

平成２３年）、「ふぐ類」が４８.８、「くるまえび」が

９９.０、「ひらめ」が５５.８となり、「ふぐ類」と「ひら

め」の落ち込みが大きくなっている。

　同様に生産額をみると、「まだい」は平成１３年

（８,１７３億円）、「ぶり類」は平成１９年（７,７８５億円）、

「ふぐ類」は平成１３年（２,８８５億円）、「くるまえび」

は平成１３年（１,５１９億円）、「ひらめ」は平成１３年

（２９５億円）となっており、「ぶり類」を除いて平

成１３年が最も多くなっている。これらのピークを

図表7　部門別漁業生産額の推移
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図表6　部門別漁業生産量の推移
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3．海面養殖業の現状
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１００としたときの平成２４年の水準をみると、「まだ

い」が７９.８、「ぶり類」が７３.２（ぶり類は平成２４年

が秘匿のため平成２３年）、「ふぐ類」が４３.６、「くる

まえび」が８８.０、「ひらめ」が３１.２となり、生産量

と同様に「ふぐ類」と「ひらめ」の落ち込みが大

きくなっている。

　次に生産量と生産額の関係をみると、「ぶり類」

と「ふぐ類」、「ひらめ」では、いずれも生産量が

最も多かった年は生産額も多くなっているが、

「まだい」では生産量のピークが平成２２年となって

いるのに対して、生産額は平成１３年が最も多く、

「くるまえび」では生産量のピークが平成１７年と

なっているのに対して、生産額は平成１３年が最も

多くなっている（図表８）。

（２）課題から見える養殖業の今後の方向

　これらのことから、不安定な魚価や価格の低下

が推測されるため、生産量１�当たりの生産額の

推移をみると図表９のようになる。主な品目の中

で生産額の変動が大きいのは「くるまえび」と

「ふぐ類」、大幅に低下しているのは「ひらめ」、低

位で比較的安定しているのは「まだい」と「ぶり

類」といった具合に、品目によって変動に特徴が

みられる。これらの要因としては、赤潮の発生等

による減収や供給過剰に伴う魚価の下落等が考え

られる。養殖業は計画的かつ安定的な生産が可能

なことから、水産物の安定供給を図ることに加え、

水産資源の保護・維持の観点からも重要な役割を

担っており、生産量と生産額の両方が安定してい

ることが望ましい。そのためには、高品質化や高

付加価値化に取組むことは言うまでもないが、加

えて販売面にも目を向けた取組みの実践が求めら

れてこよう（図表９）。
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ひらめくるまえびふぐ類ぶり類まだい　　種別

年　　 生産額生産量生産額生産量生産額生産量生産額生産量生産額生産量

２９５１２９１,５１９２９３２,８８５１,１２０６,５１４５,１２１８,１７３８,５５８平成１３年

２４８１１２１,４６５２７３２,３７０８３１６,８４５６,３０９６,７５７７,４５８　　１４年

１６５８７１,１８０２９９２,０７２６８８７,１８１６,７８９６,７３１８,７４１　　１５年

１６６９０９３５２５５１,６３４６５４６,６６９７,４２６６,７９６９,５７２　　１６年

２１４１０８１,１９６３０５１,１２８６６４６,４７９８,１０２５,９０３８,６８０　　１７年

１８３１２３１,２３８２７２７１３５７４７,２７７７,９９４６,９８４８,４１４　　１８年

１７３１１３１,３５８２８０１,０２２６０１７,７８５８,５２５７,７８５７,８８７　　１９年

１５２１０３１,３９９２８０１,５５０５５４５,１４０６,５９９５,６０８８,３７０　　２０年

１１９８８１,３３０２８３１,１９７５９８４,７８４５,８８０６,４７２９,５１７　　２１年

１１４８５１,３０３２７７１,５２４６１０４,７２２５,７２６６,７９８９,９９８　　２２年

９４７７１,２７０２８３１,３４３５３７５,６９９７,６０５６,５９１８,７８９　　２３年

９２７２１,３３７３０２１,２５８５４７XX６,５２３８,１５４　　２４年

図表8　海面養殖業の主な品目の生産状況 （単位：生産量 t、生産額 百万円）

図表9　主な品目の1t 当たり生産額
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　国内では、生ごみの排出や骨があることによる

食べにくさ、野菜や精肉と比べた時の割高感等に

より魚食が敬遠される現状にある。一方海外に目

を転じると、欧米諸国における健康志向の高まり

や新興国の経済発展に伴う水産物消費の高まりを

受けて、水産物の需要は旺盛に推移している。

　そのような中、日本の水産物の品質は、取扱い

の丁寧さや鮮度保持の確かさ等により海外から高

い評価を得ている。また、海外での日本食への人

気は根強く、加えて昨年１２月には「和食」のユネ

スコの無形文化遺産への登録が決まるなど、日本

の水産物への需要はますます高まるものと思われ

る。

　そこで、今後注目されてくるのが養殖魚の輸出

による水産業の振興ではなかろうか。わが国の水

産物の生産・消費構造をみると、国内消費向けが

９割以上を占めており、漁業・養殖業は内需指向

が強くなっている。しかしながら、人口減少局面

を迎えたわが国で、大幅な需要拡大を望むことは

難しく、今後の水産業の振興に向けては、海外市

場への展開が不可欠と思われる。一般社団法人九

州経済連合会が本年３月に発表した「九州地域に

おける水産業振興に関する提言」においても、「養

殖漁業の輸出産業化（成長産業の競争力強化）」が

最重点項目に挙げられており、今後は養殖業を中

心とした水産業の振興策について、官民が一体と

なって取り組んでいくことが望まれよう。

　熊本県では、早くから海外に向けて水産加工品

等の輸出に取組んでいる中堅企業も存在しており、

今後も輸出型水産業の先駆者としてリーダーシッ

プを発揮していただきたい。一方で、大半を占め

る零細規模の養殖業者の中にも、高品質・高付加

価値製品の生産に取組み、インターネットを活用

した消費者への直接販売や、物流業者と連携を取

りながら海外市場を取り込む努力を行っている事

業者も現れている。このような地道な取り組みが

広がっていくことで、零細事業者が多い養殖業、

あるいは水産業全体の底上げにつながっていくこ

とを期待する。

■くるまえびの高付加価値化と輸出の取組み事例

■事業者：有限会社友榮水産 代表取締役　益田　友和
■所在地：天草市楠浦町３２３７
■養殖品目：くるまえび
■養殖場面積：５６,９４３㎡（２７,２２５坪）
■取組み内容
　【販売面】
　・価格低迷で収益確保が困難になったことから、大半の養殖業者が行っ
ている卸売市場への出荷を止めて、平成２１年よりインターネット通販
による直接販売を開始。現在の顧客リストは約４千名に上り、半数は
東京を始めとした関東在住者が占める。

　・ネット販売開始４年後までは、売上高が毎年倍増している。
　・平成２５年１２月には、ヤマト運輸が取組む那覇空港を利用したアジア向け航空貨物便を利用して「活きくるまえび」
を香港へ出荷、料理店等で高い評価を得る。

　【生産面】
　・エサは一般的な配合飼料に加えて、天草近海で採れたアサリ貝（割れアサリ）を給餌し、通常は４ヶ月程度で出荷
するところを６ヶ月飼育した後に出荷することで、体長２０cmクラスの大型で歯ごたえがあり、ほのかな甘みが特
徴のくるまえびを出荷。

　・歩留まりを高め、養殖面積当たりの生産量を増やす養殖設備の整備により、出荷量の増大と生産性向上を計画。
　【その他】
　・高齢化や後継者不足等により停滞しているくるまえび養殖業の活性化に向け、行政との連携強化を主導。また、
ネット販売を活用して同業者の販売窓口としての役割を担う。

天日干しされている約４千坪の養殖池

4．熊本県水産業の振興に向けて


	002
	003
	004
	005
	006
	007

